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②個人情報とは
　個人情報の定義は、各自治体の条例によりますが、一般的には、要援護者の家
庭内の状況等はもちろんのこと、氏名、年齢、電話番号など特定の個人を識別で
きるもの全てが含まれます。民生委員は、個人情報保護法の対象事業者ではあり
ませんが、民生委員法の守秘義務に基づき、信頼関係を損なわないよう個人情報
に配慮した活動をすることが大切です。

③要援護者の立場に立って
　民生委員は、守秘義務についてよく理解し、順守することが必要です。要援護
者の秘密を守るということは、その人の人格を尊重するということです。住民と
接する際には、相手の立場に立った対応が求められます。知らない人にいきなり
個人的なことを聞かれるのは、相手が
民生委員といえども、あまり気持ちの
いいものではありません。普段からで
きるだけ声掛けをして、何かあったと
きに力になれるよう信頼関係を築く
ことが大切です。

第15条　民生委員は、その職務を遂行するに当つては、個人の人格を尊重し、その身
　上に関する秘密を守り、人種、信条、性別、社会的身分又は門地によつて、差別的又
　は優先的な取扱をすることなく、且つ、その処理は、実情に応じて合理的にこれを行
　わなければならない。

民生委員法

１　目的
　個人情報保護法の施行以来、行政から民生委員・児童委員（以下「民生委員」という。）
に対する情報提供がされなくなり、民生委員の活動がやりづらくなったという声が多
く聞かれます。
　そのため、市町村から民生委員への情報提供を促進し、民生委員の情報管理の適正
化が図れるよう、情報共有の目安を定めることで、民生委員活動を円滑に進めること
を目的とします。

２　このガイドラインの性質
　市町村及び民生委員が個人情報を扱う際の目安となるもので、これをもとに地域の
実情に応じ、話し合いのうえ了解できるルールを作成することが望まれます。

３　対象
　民生委員、市町村等

４　内容

（１）民生委員と守秘義務
①民生委員には守秘義務があります
　民生委員は、民生委員法第15条により、守秘義務があります。つまり、民生委
員は、職務上知りえた情報を漏らさない義務があります。民生委員は、特別職の
地方公務員とされており、公的な立場にあるという自覚が大切です。

本　　文

民生委員

市町村

警察

消防

学校

自治会

事業者

社会福祉
協議会

地域包括
支援センター



③提供することが望ましい情報
　市町村から民生委員に具体的にどのような情報を提供するかは、民生委員の要望に
基づき、地域の実情に応じて判断していくことが必要です。
　参考として、民生委員からの要望の多い項目は以下のとおりです（県民生児童委員
協議会が、各単位民生児童委員協議会会長に対して実施した調査による（H23.2.1現
在））。

○情報の種類
　・要援護高齢者に関する情報
　・災害時要援護者に関する情報
　・ひとり暮らし高齢者に関する情報
　・障害者に関する情報
　・要援護者に関する施設入退所、転入・転出に関する情報

○情報の項目
　・氏名
　・生年月日

「要援護者に係る情報の把握・共有及び安否確認等の円滑な実施について（平成19年8
月10日　雇児総発第0810003号、雇児育発第0810001号、社援総発第0810001号、社援地発

第0810001号、障企発第0810002号、老総発第0810001号　厚生労働省雇用均等・児童家庭局

総務課長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長、厚生労働省社会・援護局総務課長、厚生

労働省社会・援護局地域福祉課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長、厚生労働省

老健局総務課長通知）」

２要援護者情報の共有について
　（３）民生委員児童委員等に対する情報提供について

　特に民生委員児童委員は、災害時に限らず、個人情報保護法施行以降、従来
市町村から提供されていたひとり暮らし高齢者名簿、一人親家庭の名簿、新生
児のいる家庭の名簿等が提供されなくなり、民生委員児童委員活動に支障が生
じているとの報告を受けている。民生委員児童委員の日常的な見守り等の平常
時の活動が、災害時における要援護者の置かれるであろう状況や必要なニーズ
を把握するうえで重要であることから、市町村は民生委員児童委員に対して必
要な情報を提供し、平常時における民生委員児童委員活動に支障が生じないよ
う配慮願いたい。
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（２）市町村から民生委員に対する情報提供
①民生委員と市町村など関係機関との連携の必要性
　民生委員の主な仕事は、住民の相談に応じ、助言など援助をするとともに、福祉
サービスを必要とする人が適切に利用できるよう情報提供等をすることです。そのた
め、関係機関との情報共有を進めていく必要があり、特に、市町村が保有する情報は、
民生委員活動のための重要な基礎データとなります。民生委員活動には、住民に対し
て支援を行う関係機関との連携が不可欠です。

②安否確認等の円滑な実施と民生委員の役割
　国は、要援護者の情報共有や安否確認等が円滑にされるよう、県に対して、市町村
への周知と民生委員への指導を依頼しています。市町村では、国の通知の趣旨を理解
し、要援護者の情報共有に努めることが求められます。

第14条　民生委員の職務は、次のとおりとする。
２　援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで
　きるように生活に関する相談に応じ、助言その他の援助を行うこと。
３　援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供
　その他の援助を行うこと。

民生委員法
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　・住所
　・電話番号
　・緊急連絡先
　・家族構成
　・福祉サービス利用状況

　要援護高齢者、災害時要援護者の定義は、市町村により違いがあるかと思いますが、
支援を必要としている人の名簿が求められているということができます。その中には、
ひとり暮らし高齢者、障害者が含まれる場合も多いでしょう。障害者については、具体
的な支援には、専門性を要するため、等級まで提供するかは判断を要します。乳幼児に
ついては、市町村により支援方法に違いがありますが、保健師等関係者との役割分担・
連携を含め、民生委員に求める役割に応じた情報提供が必要です。

④個人情報保護条例との関係
○個人情報保護条例の原則…本人の同意が必要
　a) 個人情報の収集

　市町村保有情報を民生委員に提供するには、収集の際に予め本人の同意を得て
おくことが最も確実かつ簡易な方法です。収集の際に、民生委員を含む関係者・機
関への情報提供を明示しておけば問題ありません。
　民生委員活動に必要な情報を他部署で扱っている場合は、民生委員担当課から
該当する担当課に対して、上記のような依頼をし、市町村全体として取り組んでい
く必要があります。

　b) 個人情報の提供
　既に収集してある情報を目的外利用、第三者提供する場合は、原則、本人の同意
を取る必要があります。
　同意の取り方は、必ずしも書面による必要はありません。個別に口頭で同意を得
ることも可能です。その場合は、トラブル防止のため、複数の立会で行う、記録を
残すといった方法が有効です。
　また、回覧等により書面で一斉に通知し、名簿からの除外希望者に手を上げても
らうやり方も考えられます。ただし、プライバシーの度合いの強い情報は、このよ
うなやり方には馴染まないと言えます。同意の確認に関しては、利用目的、項目、
手段・方法、本人の求めに応じ提供禁止する旨等を記載するとよいでしょう。

○条例に例外規定を設けて対応…本人の同意は不要
　　災害時に要援護者の避難支援等を行うためには、日頃から関係者の間で要援護者に
　関する情報共有をすることが必要です。

　原則として、上記のように、要援護者から同意を得ることが必要ですが、同意を得ない
方法として、関係機関共有方式というのがあります。これは、個人情報保護条例におい
て、個人情報の目的外利用・第三者提供を可能とする規定を整備することにより、本人
の同意なしに関係機関の間で情報を共有できるというものです。

　「明らかに本人の利益」「相当な理由」がどこまでかについては、各自治体の判断となり
ます。少なくとも、災害時に要援護者を支援するための情報共有については、「明らかに
本人の利益」に当るといえます。
　本人の同意なしに情報提供する場合、そのことによって、本人又は第三者の権利利益
を不当に侵害するおそれがないか配慮する必要があります。つまり、「民生委員のお世
話になりたくない」と考えている人が、市町村から情報提供されたという理由で、民生委
員から訪問されるということが起きないように配慮する必要があります。

条文の例
「本人以外の者に保有情報を提供することが明らかに本人の利益になると認められる
とき｣
「実施機関が所掌事務の遂行に必要な範囲内で記録情報を内部で利用し、かつ、当該記
録を利用することについて相当な理由があるとき」
「保有個人情報を提供することについて個人情報保護審議会の意見を聴いて特別の理
由があると認められるとき」

～条例における情報提供の根拠規定＜三重県伊賀市、大阪府池田市＞～
　市町村には個人情報保護条例があるため、市町村で持っている情報を目的外
に利用することは禁止されています。目的外に利用できる例外規定としては、
「明らかに本人の利益になるとき」といった記述がありますが、これは、どんなと
きかという解釈が問題となります。基本的には、市町村の判断となりますが、ど
こまでとするかは議論のあるところです。
　そこで、条例の施行規則により、民生委員への情報提供を可能にしているの
が、三重県伊賀市です。伊賀市では、施行規則中、以下のような規定をし、民生委
員への情報提供を可能としています。
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伊賀市個人情報保護条例施行規則　
第４条　本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるときとは、次に掲げる
　ときとする。
(１)　大規模災害に備え、あらかじめ実施機関が別に定めるものに提供するとき。
(２)　認知症による徘徊に備え、あらかじめ実施機関が別に定めるものに提供するとき。

伊賀市災害時要援護者支援活動実施要綱
（台帳の保管及び提供）
第６条　台帳は、市長が保管する。
４　市長は、住民自治協議会、自治会、自主防災組織、消防団、社会福祉協議会、民生委員
及び地域支援者（以下「住民自治協議会等」という。）が次条に規定する支援を行うため
に、当該支援の対象となる災害時援護者に係る台帳に登録された情報が平常時から必要
と認めた場合は、住民自治協議会等の代表者に台帳の該当する部分の写し若しくは名簿
又はその両方（以下「台帳の写し等」という。）を提供することができる。

池田市高齢者安否確認に関する条例
第３条　池田市民生委員児童委員協議会及び社会福祉法人池田市社会福祉協議会（以下
「安否確認団体」という。）は、相互に連携協力しながら高齢者の安否確認を行い、その結
果を市長に報告するものとする。
２　市長は、前項の安否確認の実施に当たり、それに資する高齢者に係る名簿を作成し、
安否確認団体に提供するものとする。
第４条　安否確認団体は、善良な管理者の注意をもって、前条第２項の規定により提供を
受けた名簿を利用し、安否確認を実施しなければならない。

　新たな条例を制定した例もあります。大阪府池田市では、高齢者の安否確認に
関する条例を制定し、民生委員への情報提供を可能にしました。
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○民生委員が活動しやすい情報提供を
　　民生委員は、特別職の地方公務員であり、守秘義務があるほか、民生委員法には、
　以下のような規定もあります。

（３）民生委員の情報収集
①民生委員の情報収集の必要性

　民生委員の主な仕事は、住民の相談に応じ、助言など援助をするとともに、福祉
サービスを必要とする人が適切に利用できるよう情報提供等をすることです。そのた
め、住民から直接聞き取りをし、どのような支援が必要な状態かを把握しておく必要
があります。

第17条　民生委員は、その職務に関して、都道府県知事の指揮監督を受ける。　
２　市町村長は、民生委員に対し、援助を必要とする者に関する必要な資料の作成
　を依頼し、その他民生委員の職務に関して必要な指導をすることができる。

民生委員法

第14条　民生委員の職務は、次のとおりとする。
１　住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。

民生委員法

　このように、民生委員は、公的な立場にあり、かつ、県、市町村の管理の下に職務を
遂行する立場にあるといえます。民生委員が職務を遂行するためには、市町村からの
情報提供が必要であり、民生委員の職務上、市町村からの情報提供が想定されている
とも言えますので、地域ごとに地域の実情に応じた情報共有のあり方を話し合いのう
え、実行していくことが望まれます。

②情報収集の留意点
　民生委員は、個人情報保護法の対象事業者ではありませんが、個人情報への配慮は、
住民との信頼関係を築くためにも大切です。住民からの情報収集に際しては、情報収
集の目的を明確化し、必要最小限の情報収集に配慮する必要があります。
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③本人同意の取り方
　民生委員が収集した個人情報を市町村など関係機関に提供するには、予め本人の同
意が必要です（P６「個人情報保護条例の原則」参照）。
　同意を取るには、包括的同意という方法があります。これは、支援活動という目的
の範囲内で、予め想定される支援の内容や連携を必要とする機関等への最小限の個人
情報提供について、支援開始段階で了承を得ておくというものです。当初想定してい
なかった利用をする必要が出てきたときは、改めて本人の同意を取る手続きが必要と
なります。
　このようなルールを理解したうえで情報収集することが大切ですが、何より、誠意
を持って丁寧な説明を行うことで、不信感や不安感を払拭し、信頼関係を築くことが、
余計なトラブルを防止し、よりよい支援にもつながります。

～ご近所で声かけ・見守りをすることに～
　A民児協では、高齢者の悪質商法被害や振り込め詐欺被害を防ぐため、ひとり暮

らし高齢者の声かけ・見守り活動の協力依頼をご近所の住民に依頼することになり

ました。会長の手元には見守りが必要な人のリストがありますが、これをご近所の

住民に渡していいものでしょうか？この場合、見守りを要する高齢者本人の同意が

あるか確認が必要です。もし、同意がない場合は、高齢者本人に活動の趣旨を伝え、

情報を誰と共有するのかについて同意を得ます。なお、提供する情報は必要最低限

にし、提供した住民にも伝えた個人情報を第三者に漏らさないよう徹底するなど配

慮する必要があります。

～災害時支え合いマップ＜塩尻市＞～
（１）行政・社協の支えにより民生委員・地域が主導

　　 する活動推進組織づくり

　マップづくりを進める基礎単位となるのは身

近な地域単位であることから、行政区を単位と

し区役員や民生委員を中心として「支え合いづ

くり検討小委員会」を設立し、取り組み方法を

検討しました。この組織は民生委員・区役員等で構成され、行政や社協が支えて

います。

（２）住民への啓発活動

　「支え合いづくり検討小委員会」で検討した結果、マップづくりで「個人情報」

が取り扱われることに抵抗を感じる人もいることが予想されたため、日常生活で

の支え合いの必要性が住民に理解されるよう「支え合いづくり通信」を作成・全

戸配布し、啓発を行いました（上図）。

（３）「ご近所支え合いカード」による情報収集

　マップに掲載する情報を収集するため、「支え合いづくり検討小委員会」では「ご

近所支え合いカード」を研究・開発しました（下図）。

　これは災害時要援護者登録希望の他、「自分が困っていること」「自分ができる

こと」を記入する構成になっていま

す。

　カードは自治会班長が直接手渡し

することで全戸配布し、提出は任意

（手上げ方式）とした上で、もし提出

した場合は、回答情報の記載内容を

民生委員等地域の支援者が共有する

こと等が明記されています（左図下

の点線枠内）。

　カード回収時も自治会班長は全戸

訪問し、住民に直接提出の意思を確

認しながら回収しました。

　記載情報は民生委員、区役員の他、

地区の各団体役員、福祉委員等が共

有し、必要に応じて要援護者への聞

き取り調査を行いました。
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②紛失してしまった場合の対処法
　万が一紛失してしまった場合、一人で何とかしようとせず、まず、地区協議会の会
長または市町村担当課に連絡してください。会長は、そのような連絡を受けた場合、
市町村担当課と連携をとりながら、直ちに状況を調査・把握し、紛失した名簿に掲載
されていた対象者に対して、事情を説明しておくことが必要です。また、市町村担当
課は、必要に応じて県担当課に状況報告をしてください。

③民生委員と市町村との取り決め
　上記のような内容は、市町村から民生委員に情報提供する場合は、確認事項として
書面でとりかわすというやり方が考えられます。市町村ごとに、よりよい方法を検討
してみてください。

（５）民生委員から関係機関・住民等への情報提供
　民生委員が、関係機関や住民等から情報提供を求められることも多いと思われま
す。その際、包括的同意の範囲内であるかの確認がまず必要です。もし、包括的同意
がない場合は、改めて本人への事前説明と同意が必要となります。
　また、民生委員と同様に守秘義務を持つ者（福祉事務所、児童相談所等のワーカー、
社会福祉士、社協職員、ケアマネージャーなど）と、守秘義務のない地域住民（ボラン
ティア等）とでは、情報提供の仕方に留意が必要です。守秘義務がない者に対しては、
要援護者の状況に関する内容は、必要最小限とするのが原則です。

～福祉推進員には守秘義務がありますか～
　市町村によっては、民生委員の担当地区を複数で分担して民生委員を補助する地

域福祉推進員等を配置している場合があります。福祉推進員等は、法律で規定され

たものではありませんので、当然、法律上の守秘義務はありません。民生委員との

個人情報の共有が必要な業務を求めている場合

は、市町村ごとに対応が必要となります。そこで、

市町村設置の場合は、その設置要綱等の中に守秘

義務を規定する、また、社会福祉協議会に委託の

場合は、委託契約の中で守秘義務を規定すると

いったことで、民生委員との情報共有もやりやす

くなります。

～敬老会で使う名簿の提供をもとめられたら～
　民生委員のCさんは、友達のDさんから「今度、敬老会をやるので、対象者に招待

状を出すために名簿をほしい」と言われました。Dさんとは古いつきあいなので、

断りづらく感じています。でも、Cさんの持っている名簿は、民生委員活動をするた

めに市町村から渡されたものなので、これを敬老会の名簿に使うことは、目的外の

利用となるためできません。もし、提供したい場合は、あらかじめ敬老会など行事

のご案内をしてもいいか本人の確認を取る必要があります。本人の同意が得られて 

いない個人情報は提供しないという原則を、住民に丁寧に説明することで、民生委

員活動に対する理解と信頼にもつながります。
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～認知症の方から同意が得られません～
　民生委員のNさんは、ひとり暮らしのOさんが最近認知症で徘徊をすることがあ

り、困っているという話を聞きました。Oさんを訪問して状況を確認しましたが、確

かに見守りが必要な状態のようです。Oさんの見守りのために、近所の人に情報提供

をするには、Oさん本人の同意が必要ですが、理解してもらうのは難しい状況です。

このような場合には、例えば、長野県個人情報保護条例では、「個人の生命、身体又は

財産の保護のため、緊急かつやむを得ないとき（５条２項３号）」に該当するため、本

人の同意なしに第三者に情報提供ができます。市町村ご

とに同様の規定がありますので、Oさんの近所の住

民に本人の状態を伝え、見守りへの協力を求め

るとともに、親族、関係機関とともに成年後見制

度※の利用など、必要な支援につなぐよう働きか

けます。また、協力をお願いする近所の住民に

は、本人に関する情報を第三者に漏らさないよう

徹底するなど配慮する必要があります。

※～成年後見制度とは～
　認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は、不動産や預

貯金などの財産管理、契約などを自分でするのが難しい場合があります。このような

方々に、本人を代理して契約など法律行為をしたり、本人が同意を得ないでした不利

益な法律行為を後から取り消したりすることによって、本人を保護し、支援するのが

成年後見制度です。成年後見制度は、法定後見制度と、本人の判断能力が十分なうち

に、将来に備えて行う任意後見制度の２つがあります。法定後見

制度は、「後見」「保佐」「補助」の３つに分かれており、判断

能力の程度など本人の事情に応じて制度を選べる

ようになっています。成年後見人は、家庭裁判所

が選任することになりますが、本人の親族以

外にも、法律・福祉の専門家その他の第三

者や、福祉関係の公益法人などが選ばれ

ることがあります。

～小地域ケア会議＜岡山県総社市＞～
　岡山県総社市では地域包括ケアシステムを構築して、高齢者等が安心して生活で

きるまちづくりを目指し、平成17年度から、民生児童委員協議会を基本単位に市内

21地区で「小地域ケア会議」を開催しています（各地区とも１～2ヶ月に1回開催）。

　同市の小地域ケア会議には民生委員・児童委員の他、地域の各種団体、社会福祉協

議会、介護保険事業所、行政、地域包括支援センターも参画し、課題の把握、要援護

者を地域で支え合う仕組みづくりの検討の他、援助困難事例の検討も進めていま

す。

　この会議には守秘義務のない地域住民（自治会、婦人会、愛育委員会など）も参加

し、要援護者情報を共有するため、同市では「総社市小地域ケア会議設置要領」を制

定し、委員及び出席者に守秘義務を課しています。この会議により、地域の抱える課

題や困難事例が明らかになり、民生委員・児童委員を中心とした地域住民とのつな

がりが深まっています。

○ 総社市小地域ケア会議設置要領
（目　的）
第1条　総社市小地域ケア会議（以下、「ケア会議」という）は、各地区で開催することで
より地域に密着した情報共有、課題共有の場として、要援護高齢者及び要援護となる
おそれのある高齢者等を対象に効果的な介護予防サービス等及び地域に即した支援
体制を総合的に調整、推進することを目的とする。

（所掌事項）
第2条　このケア会議は、次に掲げる事項を所掌する。
(1)地域ケア体制の総合的な整備
(2)援助困難事例の検討
(3)社会資源情報の集約及び提供
(4)地域が抱える問題の把握及び共有化
(5)新たなサービスの構築に向けての検討
（組　織）
第3条　ケア会議は、次に掲げる者（以下「委員」という）で構成する。なお、委員に対し
　ての報酬等は支給しないものとする。
(1)地域住民代表（民生委員児童委員・福祉委員・愛育委員・自治会長等）
(2)介護保険サービス事業所職員
(3)居宅介護支援事業所介護支援専門員
(4)社会福祉協議会（地区社協・市社協）
(5)行政（総社市介護保険課）

～（中略）～
（守秘義務）
第7条　委員及び出席者は、職務上知り得た個人情報を漏らしてはならない。その職を
退いた後も同様とする。

～（以下略）～
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５　まとめにかえて
　昨年夏、全国的に高齢者不明問題が話題となりました。地域の絆の希薄化が明らか
になる中で、民生委員の存在も注目を集めたところです。
　民生委員は、地域住民の一番身近なところで、住民の立場に立って相談に応じる役
割を持っています。地域の絆が希薄化する一方、様々な制度が作られていますので、
支援を必要としている人に対して、その人の立場に立ち、適切な支援窓口を紹介する
民生委員の役割はますます大きくなっているといえます。
　民生委員は、そのような身近な存在であると同時に、公的に身分を保障されていま
す。民生委員は、そうした自覚を持って活動することが大切ですし、市町村は、民生委
員の立場を正しく理解し、支援していくことが必要です。
　地域住民が安心して暮らせる地域づくりのために、民生委員が、地域で円滑な支援
活動ができるよう、それぞれの立場で、情報共有の努力をされることをお願いいたし
ます。

*このガイドラインは、全国民生児童委員連合会作成の「個人情報の取り扱いについての基本的な考え方
　と留意点」を参考にさせていただいております。

策定の経過
平成22年度

資　料

8 月 20日

9 月  9 日

11月 16日

12月 17日

1 月 11日

2 月  1  日

2 月  8  日

3 月 10日

3 月 25日

第 1回民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会

市町村対象に現状把握のための調査実施

第２回民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会

第３回民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会

単位民生児童委員協議会会長対象に調査実施

第４回民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会

市町村意見照会

第５回民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会　

ガイドライン確定
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会長

副会長

副会長

副会長

理事
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理事
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監事

監事

会長

副会長

副会長

副会長

理事

理事

理事

理事

理事

理事

監事

監事

係長

係長

主査

長野県民生児童委員協議会
（～平成 22年 12月 17日）

区分 所　　属 職名 氏　名 備  　 考

長野県民生児童委員協議会
（平成 22年 12月 18日～）

長野市保健福祉部厚生課

飯山市民生部保健福祉課

飯島町住民福祉課

金井　普子

百瀬　　弘

伊野　昭次

伊藤　篤志

臼田誠三郎

松木　新一

小出　　勉

奥原　　修

佐々木清市

岸田　　勉

神津　忠吉

関川　重雄

百瀬　　弘

伊藤　篤志

小平　　武

井出　治雄

増田　宗彦

竹上　一郎

椎名　佑平

畑中　実祐

榛葉　武夫

岸田　　勉

松嶋　隆徳

大日方延男

赤羽　利昭

森山　直明

松澤　京子　

上田市民生児童委員協議会　会長

松本市民生児童委員協議会　会長

飯田市民生児童委員協議会　会長

長野市民生児童委員協議会　会長

佐久市民生児童委員協議会　会長

諏訪市民生児童委員協議会　会長

駒ヶ根市民生児童委員協議会　会長

木祖村民生児童委員協議会　会長

大町市民生児童委員協議会　会長

飯山市民生児童委員協議会　会長

東御市民生児童委員協議会　会長

伊那市民生児童委員協議会　会長

松本市民生児童委員協議会　会長

長野市民生児童委員協議会　会長

諏訪市民生児童委員協議会　会長

佐久市民生児童委員協議会　会長

上田市民生児童委員協議会　会長

駒ヶ根市民生児童委員協議会　会長

飯田市民生児童委員協議会　会長

王滝村民生児童委員協議会　会長

松川村民生児童委員協議会　会長

飯山市民生児童委員協議会　会長

安曇野市民生児童委員協議会　会長

須坂市民生児童委員協議会　会長

民生委員活動と個人情報の取扱いに関する検討会　委員名簿（平成 22年度）
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